
歳
出
関
係
補
足
資
料
①

（
行

政
目

的
別
の
歳

出
水

準
と
主
な
事

業
）

⑴
一
般
財
源
収
入
及
び
社
会
福
祉
関
連
経
費
の
推
移

か
ら
見
た
本
市
の
財
政
構
造

⑵
行
政
目
的
別
に
見
た
本
市
の
歳
出
水
準

⑶
本
市
で
実
施
し
て
い
る
主
な
事
業
（
行
政
目
的
別
）

資
料
６
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⑴
一
般
財
源
収
入
及
び
社

会
福

祉
関

連
経

費
の
推

移
か
ら
見
た
本
市
の
財
政
構
造

4,
06

2 
4,

12
1 

4,
12

0 
4,

20
5 

4,
16

6 
4,

08
0 

4,
07

4 
3,

90
3 

4,
04

8 
3,

97
3 

3,
82

1 
3,

80
2 

3,
80

6 
3,

81
9 

3,
83

4 
3,

76
8 

3,
80

4 
3,

86
3 

3,
87

4 
3,

78
1 

3,
88

0 
3,

95
2 

3,
98

1 
3,

88
5 

1,
19

9 
1,

23
7 

1,
28

6 
1,

28
3 

1,
37

6 
1,

44
8 

1,
58

7 
1,

66
2 

1,
71

3 
1,

73
2 

1,
79

2 
1,

85
1 

1,
95

2 
2,

15
6 

2,
24

4 
2,

30
6 

2,
33

5 
2,

38
5 

2,
48

2 
2,

51
5 

2,
58

8 
2,

60
9 

2,
69

6 
2,

78
3 

56
8 

58
8 

60
5 

64
4 

68
9 

71
0 

78
6 

79
9 

82
4 

85
3 

86
7 

90
0 

90
5 

95
4 

96
5 

1,
00

7 
1,

03
7 

1,
04

3 
1,

04
0 

1,
04

3 
1,

09
7 

1,
09

5 
1,

14
1 

1,
17

7 

0

50
0

1,
00

0

1,
50

0

2,
00

0

2,
50

0

3,
00

0

3,
50

0

4,
00

0

4,
50

0

H9
H1

0
H1

1
H1

2
H1

3
H1

4
H1

5
H1

6
H1

7
H1

8
H1

9
H2

0
H2

1
H2

2
H2

3
H2

4
H2

5
H2

6
H2

7
H2

8
H2

9
H3

0
R1

R2
予

一
般

財
源
収

入
（
市
税

，
地
方
交

付
税
な
ど
）

扶
助
費

(
保
健

，
教

育
等

を
含
む

)
及
び

国
民

健
康

保
険

，
介
護

保
険

，
後

期
高

齢
者

医
療
へ

の
繰

出
金

・
負
担

金
※

国
補

助
金

等
を
財

源
と
す
る
も
の
を
含
む

億
円

社
会
福
祉
関
連
経
費
に
要
す
る
一
般
財
源

※
H
29
～

は
教

職
員
給

与
費

移
管

の
影
響

を
除

く

社
会

福
祉

に
要
す

る
一
般

財
源
は

，
平
成

1
2

年
度

か
ら

は
5
3
3億

円
の

増
（

64
4
→
1
,
17

7
)

社
会
福
祉
関
連
経
費

★
H
12
介

護
保

険
制
度

開
始

★
H
20
後

期
高

齢
者
医

療
制

度
開

始

★
H
26
・
R
1
 消

費
税

率
引

上
げ
に

伴
う
社

会
保

障
の

充
実

(保
育

・
介

護
職

員
の

処
遇

改
善

等
)

★
H
27
 子

ど
も
・

子
育
て

支
援
新

制
度

★
H
15
 少

子
化
対

策
基
本

法
制
定

★
H
30
 国

民
健
康

保
険

都
道
府

県
単
位

化

★
H
18
障

害
者

自
立
支

援
法

施
行

★
H
25
障

害
者

総
合
支

援
法

施
行

★
R
1 
幼

児
教

育
・

保
育
無

償
化

①
高

齢
化

の
進
展

や
，
国

制
度
の

充
実
等

に
よ
り

，
社
会

福
祉
関

連
経
費

は
一
貫

し
て
増

加
。
今

後
も
高

齢
化
率

は
上
昇

が
見
込

ま
れ
，

社
会
福

祉
関
連

経
費
の

増
加

傾
向
は

続
く
見

込
②

一
方
で

，
国
の

経
済
財

政
再
生

計
画
（

骨
太
の

方
針
）

で
は
，

地
方
の

一
般
財

源
総
額

を
「
実

質
同
水

準
ル
ー

ル
」
の

下
で
，

確
保
す

る
こ
と

と
さ
れ

て
お
り

，
こ

の
間

，
結
果

と
し
て

，
本
市

の
一
般

財
源
は

全
体
と

し
て
伸

び
悩
ん

で
い
る

。
③

一
般
財

源
（
地

方
交
付

税
）
の

確
保
に

向
け
て

，
今
後

も
国
に

対
し
て

強
く
要

望
し
て

い
く
必

要
が
あ

る
が
，

現
実
的

な
財
政

運
営
に

あ
た
っ

て
は
，

一
般
財

源
が

伸
び
な

い
場
合

で
も
的

確
に
対

応
し
な

け
れ
ば

な
ら
な

い
。

④
こ

の
た

め
，
増

加
す
る

社
会
福

祉
関
連

経
費
の

財
源
を

し
っ
か

り
と
確

保
す
る

た
め
に

は
，
今

後
も
，

社
会
福

祉
を
含

む
あ
ら

ゆ
る
歳

出
分
野

の
改
革

が
必
要
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京
都
市
の
財
政
状
況

（
A)
全
国
共
通
の
施
策
に
要
す
る
経
費
（
国
の
義
務
付
け
が
強
い
も
の
）

3,
36
8億

円
【
基
準
財
政
需
要
額
】

※
消
防
，
⼟
⽊
，
義
務
教
育
，
国
制
度
に
基
づ
く
福
祉
施
策
な
ど

（
C)
税
収
の
75
％

2,
45
8億

円
【
基
準
財
政
収
入
額
】

※
市
⺠
税
や
固
定
資
産
税
な
ど

（
B)

地
方
交
付
税

91
0億

円
（
A）

－
（
C）

(E
)税
収
の
25
％

65
2億

円
【
留
保
財
源
】

（
D)
本
市
の
独
自
性
が
強
い
施
策
の
経
費

（
国
の
義
務
付
け
が
弱
い
も
の
・
な
い
も
の
）

1,
45
2億

円
※
教
育
，
福
祉
，
⼦
育
て
⽀
援
の
充
実
，
京
都
の
未
来
へ
の
先
⾏
投
資
，

交
付
税
措
置
の
な
い
(他
都
市
水
準
を
上
回
る
)公
債
費
，
人
件
費
な
ど

(F
)独
自
の
財
源

67
2億

円
※
超
過
課
税
，
⼟
地
売

却
な
ど

(G
)

不
⾜
す
る
財
源

12
8億

円
特
別
の
財
源
対
策

歳
入

歳
出強

国
の
義
務
付
け
の
度
合
い

無

【
課
題
３
】

実
施
に
必
要
な
財
源
が
⾜
り
て

お
ら
ず
，
特
に
本
市
独
自
の
施
策

の
あ
り
方
や
水
準
を
，
持
続
可
能

な
も
の
と
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

（
参
考
）

【
課
題
１
】

こ
の
間
，
地
方
交
付
税
は
大
き

く
削
減
。
地
方
交
付
税
の
必
要
額

の
確
保
に
向
け
て
，
国
に
対
し
て

強
く
要
望
し
て
い
く
必
要
が
あ
り

ま
す
。

【
課
題
２
】

税
収
の
底
上
げ
に
よ
る
留
保
財
源

の
増
加
や
独
自
の
財
源
確
保
を
強
化

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
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①
施

策
対

象
人

口
別

に
見

た
歳

出
水

準

＜
６

５
歳

以
上

人
口

１
人

あ
た

り
の

老
人

福
祉

費
＞

○
政
令

市
中

，
最
も

高
い
。

○
他
都

市
平

均
よ
り

も
，

1
9
,
0
0
0
円

多
い
。

→
 
6
5
歳
以

上
人
口

換
算
で

7
5
億
円

多
い
。

7
0,
00

0

8
0,
00

0

9
0,
00

0

1
00

,0
0
0

1
10

,0
0
0

1
20

,0
0
0

1
30

,0
0
0

6
5
歳

以
上

人
口

1人
当

た
り
の

老
人

福
祉
費

（
H
3
0
決

算
）

円

京
都
市
決
算
額
：
4
7
0
億
円

⑵
行
政
目
的
別
に
見
た
本

市
の
歳

出
水

準

-17-



＜
７

５
歳

以
上

人
口

１
人

あ
た

り
の

老
人

福
祉

費
＞

○
政
令

市
中
，

最
も
高

い
。

○
他
都

市
平
均

よ
り
も

，
3
7
,
0
0
0
円
多

い
。
→

 
7
5歳

以
上
人

口
換

算
で

6
9
億
円

多
い
。

1
50

,0
0
0

1
70

,0
0
0

1
90

,0
0
0

2
10

,0
0
0

2
30

,0
0
0

2
50

,0
0
0

2
70

,0
0
0

7
5
歳

以
上

人
口

1人
当

た
り
の

老
人

福
祉
費

（
H
3
0
決

算
）

円

京
都
市
決
算
額
：
4
7
0
億
円
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＜
１

８
歳
未

満
人

口
１

人
あ

た
り

の
児

童
福

祉
費

＞
○

政
令
市
中
，
５
番

目
に
多
い
。

○
他
都
市
平
均
よ
り

も
，
1
5
,
0
0
0
円
多
い
。
→
 
1
8
歳
未
満
人
口
換
算
で
2
9
億
円
多
い
。

1
00

,0
0
0

1
50

,0
0
0

2
00

,0
0
0

2
50

,0
0
0

1
8
歳

未
満

人
口

1人
当

た
り
の

児
童

福
祉
費

（
H
3
0
決

算
）

円

京
都
市
決
算
額
：
4
0
2
億
円
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＜
６

歳
以
下

人
口

１
人

あ
た

り
の

児
童

福
祉
費
＞

○
政
令
市
中
，
４
番
目
に
多
い
。

○
他
都
市
平
均
よ
り
も
，
4
8
,
0
0
0
円
多
い
。
→
 
6
歳
以
下
人
口
換
算
で
3
6
億
円
多
い
。

3
50

,0
0
0

4
50

,0
0
0

5
50

,0
0
0

6
歳

以
下

人
口

1
人
当
た
り
の
児

童
福

祉
費
（
H
3
0
決
算

）
円

京
都
市
決
算
額
：
4
0
2
億
円
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3
00

,0
0
0

3
50

,0
0
0

4
00

,0
0
0

4
50

,0
0
0

5
00

,0
0
0

5
50

,0
0
0

1
8
歳

未
満

人
口

1人
当

た
り
の

教
育

費
（
H
3
0
決
算

）
円

京
都
市
決
算
額
：
9
0
2
億

円

＜
１

８
歳
未

満
人

口
１

人
当

た
り

の
教

育
費
＞

○
政
令
市
中
，
２
番

目
に
多
い
。

○
他
都
市
平
均
よ
り

も
，
4
3
,
0
0
0
円
多
い
。
→
人
口
換
算
で
8
6
億
円
多
い
。

※
学

校
の

教
職
員
等
の
人
件
費
を
含
む
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②
市

民
１

人
当

た
り

歳
出

（
所

要
一

般
財

源
）

の
他

都
市

平
均

と
の

か
い

離
状

況
○
社
会
福
祉
費
，
老
人
福
祉
費
，
生
活
保
護
費
，
消
防
費
，
公
債
費
な
ど
が
他
都
市
と
比
べ
て
高
く
な
っ
て
い
る
。

○
他
都
市
よ
り
歳
出
水
準
が
高
い
こ
と
は
，
必
ず
し
も
，
本
市
の
独
自
事
業
が
多
い
こ
と
を
意
味
す
る
も
の
で
は
な
く
，
例
え
ば
，
老
人
福
祉
費
は
，

高
齢
者
人
口
の
割
合
が
高
い
こ
と
に
よ
り
，
国
制
度
に
基
づ
く
義
務
的
な
負
担
も
大
き
く
な
っ
て
い
る
。

＋
6
05
円
/
人

＋
2
,0

4
3円

/人

【
＋
3
0億

円
】

△
81
7円

/人

＋
1
,6

8
8円

/人

【
＋
2
5億

円
】 △

4,
3
49
円
/
人△

2,
8
32
円
/
人

△
15
3円

/人

＋
1
,9

0
2円

/人

【
＋
2
8億

円
】

△
27
5円

/人＋
2
,0

2
6円

/人

【
＋
3
0億

円
】

△
6
,0
0
0
円
/
人

△
4
,0
0
0
円
/
人

△
2
,0
0
0
円
/
人

＋
円

/
人

＋
2
,0
0
0
円
/
人

＋
4
,0
0
0
円
/
人

＋
6
,0
0
0
円
/
人

総
務

費
社

会
福

祉
費

老
人

福
祉

費
児

童
福

祉
費

生
活

保
護

費
衛

生
費

土
木

費
産

業
振

興
費

消
防

費
教

育
費

公
債

費

市
民

1
人

当
た
り
行

政
目

的
別

一
般

財
源

の
他

都
市

平
均

と
の

か
い
離

状
況

(H
3
0
決

算
）

+
7
,7
2
6円

/人
【

＋
1
1
3億

円
】

【
】
は
，
人
口
換
算

し
た
場
合
の
他
都
市
と
の
乖
離
額

障
害

・
国

保
繰

出
金

な
ど

介
護

保
険

後
期

高
齢

医
療

費
な

ど

＜
1
8歳

未
満

人
口

1人
当

た
り
の

比
較
＞

他
都
市

よ
り
＋

1
5,

0
00
円
/人

多
い

人
口
換

算
で
【
＋

2
9億

円
】

＜
6歳

以
下
人

口
1
人

当
た

り
の
比

較
＞

他
都
市

よ
り
＋

4
8,

0
00
円
/人

多
い

人
口
換

算
で
【
＋

3
6億

円
】

特
別

の
財

源
対
策

(計
画

外
の
基

金
の
取

崩
し
)
6
7億

円
を

講
じ

た
う

え
で

の
数
値

で
あ

り
，

実
際
は

＋
9
7億

円

＜
1
8歳

未
満

人
口

1人
当

た
り
の

比
較
＞

他
都
市

よ
り
＋

4
3,

0
00
円
/人

多
い

人
口
換

算
で
【

＋
8
6億

円
】

＜
7
5歳

以
上

人
口

1人
当

た
り
の

比
較
＞

他
都
市

よ
り
＋

3
7,

0
00
円
/人

多
い

人
口
換

算
で
【
＋

6
9億

円
】
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①
社

会
福

祉
関

係

　
本

市
独

自
の

財
政

支
援

を
行

う
こ

と
で

国
民

健
康

保
険

料
を

軽
減

　
　

　
　

　
　

＜
R

2
標

準
保

険
料

率
＞

　
＜

R
2

本
市

保
険

料
率

＞

　
➢平

等
割

額
：

1
7

,1
6

8
円

/
世

帯
　

→
　

1
6

,4
9

0
円

/
世

帯

　
➢均

等
割

額
：

2
5

,4
8

0
円

/
人

　
　

→
　

2
4

,3
6

0
円

/
人

8
2

.6
億

円

　
国

保
被

保
険

者
数

が
減

少
傾

向
に

あ
る

一
方

で
，

医
療

費
は

横
ば

い
で

推
移

（
1

人
当

た
り

の
単

価
が

増
加

）
。

　
一

般
会

計
か

ら
の

財
政

支
援

分
の

繰
出

は
，

1
0

年
間

で
8

.5
億

円
（

1
1

.5
％

）
増

加
＜

参
考

－
決

算
の

状
況

＞
　

H
2

1
：

一
般

被
保

険
者

数
3

5
万

人
，

財
政

支
援

7
3

.6
億

円
　

R
  

1
：

一
般

被
保

険
者

数
3

0
万

人
，

財
政

支
援

8
2

.1
億

円
（

※
財

政
支

援
分

に
は

，
職

員
給

与
等

の
事

務
費

等
，

国
通

知
に

基
づ

く
繰

入
金

も
含

む
。

）

　
H

1
8

年
度

の
障

害
者

自
立

支
援

法
の

施
行

に
伴

い
，

介
護

サ
ー

ビ
ス

や
医

療
の

利
用

に
係

る
自

己
負

担
が

所
得

に
応

じ
た

上
限

設
定

等
か

ら
，

定
率

1
割

，
所

得
等

に
応

じ
た

上
限

設
定

に
変

更
と

な
っ

た
。

　
こ

の
際

，
本

市
で

は
，

低
所

得
者

層
の

自
己

負
担

の
増

加
に

配
慮

す
る

た
め

，
上

限
月

額
を

国
基

準
よ

り
細

分
化

し
た

上
で

，
低

額
に

設
定

。

2
.3

億
円

＜
他

都
市

の
実

施
状

況
＞

・
自

立
支

援
医

療
分

に
つ

い
て

は
，

府
市

協
調

事
業

と
し

て
，

府
下

市
町

村
は

い
ず

れ
の

自
治

体
も

実
施

・
障

害
児

施
設

給
付

分
に

つ
い

て
は

，
本

市
単

独
で

の
実

施
で

あ
り

，
本

市
を

含
め

て
指

定
都

市
中

1
1

市
（

放
課

後
デ

イ
を

対
象

と
し

て
い

る
の

は
8

市
）

で
同

様
の

施
策

を
実

施

　
健

康
保

険
に

加
入

し
て

い
る

重
度

心
身

障
害

者
の

方
に

対
し

，
医

療
費

の
自

己
負

担
分

を
助

成
（

自
己

負
担

3
割

等
→

0
）

1
1

.5
億

円

＜
他

都
市

の
状

況
＞

・
全

政
令

市
で

類
似

施
策

を
実

施
・

た
だ

し
，

岡
山

市
は

原
則

１
割

の
自

己
負

担
あ

り
　

新
潟

，
大

阪
，

神
戸

は
１

回
5

0
0

円
程

度
(月

最
大

3
,0

0
0

　
円

程
度

)の
自

己
負

担
あ

り

　
障

害
手

帳
を

お
持

ち
の

方
な

ど
に

，
市

バ
ス

，
地

下
鉄

等
を

無
償

で
使

用
で

き
る

乗
車

証
を

交
付

。
　

乗
車

証
の

運
賃

相
当

分
（

1
/
2

，
1

0
/
1

0
）

を
本

市
が

交
通

事
業

者
に

対
し

て
，

負
担

1
3

.3
億

円
＜

他
都

市
の

状
況

＞
　

本
市

を
含

め
た

1
4

政
令

市
で

同
様

又
は

類
似

施
策

を
実

施

国
民

健
康

保
険

事
業

（
財

政
支

援
分

）

障
害

者
医

療
費

（
重

度
心

身
障

害
者

医
療

費
支

給
事

業
）

福
祉

乗
車

証

備
考

⑶
 
本

市
で

実
施

し
て

い
る

主
な

事
業

（
行

政
目

的
別

）

実
施

に
必

要
な

一
般

財
源

事
業

概
要

事
　

業
　

名

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

・
医

療
に

お
け

る
自

己
負

担
の

軽
減

（
新

京
都

方
式

）

比
較

的
規

模
の

大
き

い
任

意
事

業
を

中
心

に
記

載
し

て
い

る
が

，
国

制
度

や
国

基
準

等
に

基
づ

く
場

合
で

も
，

本
市

に
裁

量
の

余
地

が
あ

る
も

の
に

つ
い

て
は

記
載

し
て

い
る

。

※
「
実

施
に
必

要
な
一

般
財

源
」
欄

は
令

和
2
年

度
予

算
額

を
記

載
。
ま
た
，
基

本
的

に
職

員
人

件
費

は
除

い
た
数

値

-23-



備
考

実
施

に
必

要
な

一
般

財
源

事
業

概
要

事
　

業
　

名

　
地

震
，

台
風

，
豪

雨
等

の
災

害
に

よ
り

被
災

さ
れ

た
住

宅
の

復
旧

を
支

援
す

る
た

め
，

市
独

自
の

基
準

を
設

け
て

助
成

す
る

も
の

　
※

国
の

基
準

で
助

成
対

象
と

な
ら

な
い

災
害

で
あ

っ
て

も
，

本
市

で
は

幅
　

　
広

く
助

成
を

実
施

4
.0

億
円

　
平

成
3

0
年

災
害

復
旧

に
あ

た
っ

て
は

，
国

の
基

準
で

は
助

成
対

象
に

な
ら

な
い

中
で

，
本

市
は

総
額

3
3

億
円

(H
3

0
～

R
2

見
込

)の
助

成
を

ほ
ぼ

市
の

独
自

財
源

の
み

で
実

施
※

通
常

，
災

害
復

旧
に

あ
た

っ
て

は
，

国
費

等
の

財
源

が
充

当
で

き
る

が
，

本
事

業
は

市
独

自
の

支
援

で
あ

り
，

財
源

を
別

途
，

市
独

自
で

確
保

す
る

必
要

が
あ

る
。

②
老

人
福

祉
関

係
　

　
満

7
0

歳
以

上
の

希
望

者
に

，
市

バ
ス

，
地

下
鉄

等
を

無
償

で
使

用
で

き
る

乗
車

証
を

交
付

。
　

乗
車

証
の

運
賃

相
当

分
を

本
市

が
交

通
事

業
者

に
対

し
て

，
負

担
＜

利
用

者
負

担
額

（
年

額
）

＞
　

　
・

生
活

保
護

受
給

者
等

　
　

　
　

　
　

　
　

 　
  

  
 　

0
円

　
　

・
市

民
税

非
課

税
の

方
　

　
　

　
　

　
　

  
 　

  
3

,0
0

0
円

　
　

・
合

計
所

得
が

2
0

0
万

円
未

満
の

方
　

  
  

　
　

 5
,0

0
0

円
　

　
・

合
計

所
得

が
2

0
0

～
7

0
0

万
円

未
満

の
方

  
1

0
,0

0
0

円
　

　
・

合
計

所
得

が
7

0
0

万
円

以
上

の
方

　
　

　
　

1
5

,0
0

0
円

5
2

.4
億

円

昭
和

4
8

年
事

業
創

設
＜

参
考

－
7

0
歳

以
上

人
口

の
推

移
＞

　
平

成
  

2
年

の
7

0
歳

以
上

人
口

：
1

2
.8

万
人

　
平

成
1

0
年

の
7

0
歳

以
上

人
口

：
1

6
.2

万
人

　
平

成
2

0
年

の
7

0
歳

以
上

人
口

：
2

3
.1

万
人

　
平

成
3

0
年

の
7

0
歳

以
上

人
口

：
3

0
.7

万
人

　
6

5
～

6
9

歳
で

一
定

の
所

得
以

下
の

世
帯

の
者

の
医

療
費

に
か

か
る

自
己

負
担

を
3

割
か

ら
2

割
へ

軽
減

　
※

国
の

健
康

保
険

制
度

を
基

準
に

，
府

下
統

一
事

業
（

地
方

単
独

事
業

）
　

　
と

し
て

実
施

1
.6

億
円

・
制

度
開

始
は

S
4

6
年

度
～

・
政

令
市

で
は

本
市

と
新

潟
市

（
新

潟
県

下
統

一
事

業
）

の
み

実
施

・
H

2
7

年
度

か
ら

自
己

負
担

を
1

割
負

担
→

2
割

負
担

に
見

直
し

，
か

つ
所

得
制

限
も

段
階

的
に

見
直

し

　
介

護
保

険
事

業
及

び
後

期
高

齢
者

医
療

に
か

か
る

一
般

会
計

か
ら

の
法

定
の

繰
出

金
・

負
担

金
（

4
0

7
.5

億
円

）
＜

参
考

＞
　

平
成

3
0

年
度

決
算

ベ
ー

ス
で

他
都

市
よ

り
6

2
億

円
多

い

＜
参

考
＞

介
護

保
険

及
び

後
期

高
齢

者
医

療
繰

出
金

・
負

担
金

老
人

医
療

費

被
災

者
住

宅
再

建
等

支
援

事
業 敬

老
乗

車
証

※
「
実

施
に
必

要
な
一

般
財

源
」
欄

は
令

和
2
年

度
予

算
額

を
記

載
。
ま
た
，
基

本
的

に
職

員
人

件
費

は
除

い
た
数

値
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備
考

実
施

に
必

要
な

一
般

財
源

事
業

概
要

事
　

業
　

名

③
児

童
福

祉
関

係
　

　
保

育
所

等
の

職
員

（
保

育
士

，
調

理
員

な
ど

）
の

処
遇

改
善

等
の

た
め

，
保

育
所

等
に

対
し

て
本

市
独

自
の

助
成

を
実

施
4

0
.9

億
円

　
保

育
所

等
の

同
時

入
所

を
要

件
と

し
な

い
第

3
子

以
降

の
保

育
料

無
償

化
な

ど
，

本
市

独
自

の
軽

減
策

に
よ

り
，

国
基

準
の

約
7

割
に

保
育

料
を

軽
減

1
5

.8
億

円

　
保

育
所

等
に

国
基

準
を

上
回

る
手

厚
い

保
育

士
配

置
が

可
能

と
な

る
よ

う
運

営
費

へ
の

加
算

を
実

施
（

9
0

人
定

員
の

保
育

所
の

場
合

，
国

基
準

1
2

人
に

対
し

，
京

都
市

の
保

育
士

配
置

は
＋

4
人

の
1

6
人

）

1
8

.7
億

円

　
国

が
示

し
て

い
る

運
営

費
の

考
え

方
で

は
，

学
童

ク
ラ

ブ
事

業
実

施
に

係
る

経
費

の
1

/
2

程
度

が
利

用
者

負
担

と
さ

れ
て

い
る

が
，

本
市

独
自

に
利

用
者

負
担

を
軽

減
8

.2
億

円
＜

参
考

—
学

童
ク

ラ
ブ

事
業

登
録

児
童

数
＞

　
H

2
7

：
1

1
,6

2
8

人
　

Ｒ
２

 ：
1

5
,1

3
5

人

　
障

害
児

保
育

の
受

入
に

対
し

て
本

市
独

自
の

運
営

費
へ

の
加

算
を

実
施

8
.8

億
円

　
障

害
児

保
育

の
受

入
に

対
す

る
独

自
の

加
算

　
小

学
生

の
む

し
歯

治
療

費
を

助
成

2
.8

億
円

・
S

3
6

年
開

始
　

（
当

時
は

小
学

生
の

虫
歯

の
罹

患
率

が
9

0
％

を
超

過
）

・
本

制
度

を
実

施
し

て
い

る
の

は
京

都
市

の
み

　
中

学
校

を
卒

業
す

る
ま

で
の

子
ど

も
の

医
療

費
（

自
己

負
担

額
）

を
軽

減
1

0
.9

億
円

1
医

療
機

関
あ

た
り

の
自

己
負

担
額

を
以

下
の

と
お

り
軽

減
　

0
～

2
歳

：
  

  
  

  
  

  
  

2
0

0
円

/
月

　
3

歳
～

  
：

（
入

院
）

  
2

0
0

円
/
月

　
　

　
　

　
 （

通
院

）
1

,5
0

0
円

/
月

　
児

童
を

扶
養

す
る

ひ
と

り
親

及
び

そ
の

児
童

や
，

両
親

の
い

な
い

児
童

の
医

療
費

の
自

己
負

担
分

を
助

成
（

自
己

負
担

3
割

→
0

）
5

.1
億

円

＜
参

考
－

保
育

所
等

入
所

児
童

数
＞

　
Ｈ

2
0

：
2

5
,8

3
3

人
　

Ｒ
 2

：
3

1
,3

0
0

人

学
童

う
歯

対
策

保
育

所
等

運
営

費
助

成

市
独

自
の

保
育

料
軽

減

子
ど

も
医

療
費

学
童

ク
ラ

ブ
利

用
料

の
軽

減

市
独

自
の

保
育

士
加

配

障
害

児
保

育
対

策

ひ
と

り
親

家
庭

等
医

療
費

※
「
実

施
に
必

要
な
一

般
財

源
」
欄

は
令

和
2
年

度
予

算
額

を
記

載
。
ま
た
，
基

本
的

に
職

員
人

件
費

は
除

い
た
数

値

-25-



備
考

実
施

に
必

要
な

一
般

財
源

事
業

概
要

事
　

業
　

名

④
保

健
衛

生
関

係
　

　
政

策
医

療
（

高
度

救
急

医
療

等
）

の
収

支
不

足
分

や
設

備
投

資
等

の
た

め
に

発
行

し
た

企
業

債
の

元
利

償
還

金
の

1
/
2

ま
た

は
2

/
3

を
市

立
病

院
機

構
に

対
し

て
支

出
し

て
い

る
も

の
1

6
.7

億
円

＜
交

付
税

措
置

＞
令

和
元

年
度

措
置

額
8

.1
億

円

予
防

接
種

法
に

基
づ

く
定

期
の

予
防

接
種

等
に

つ
い

て
公

費
負

担
を

行
う

も
の

。
3

5
.7

億
円

＜
交

付
税

措
置

＞
令

和
元

年
度

措
置

額
3

7
.5

億
円

⑤
土

木
関

連
（

道
路

・
橋

り
ょ

う
・

河
川

，
都

市
計

画
，

住
宅

）

　
市

営
住

宅
の

運
営

・
維

持
修

繕
等

に
要

す
る

経
費

　
（

経
費

4
5

.３
億

円
，

家
賃

等
5

8
.2

，
国

費
や

市
債

等
1

9
.6

億
円

）
△

3
2

.5
億

円

＜
現

在
の

入
居

戸
数

＞
　

約
1

8
,0

0
0

戸
＜

家
賃

等
の

決
算

額
＞

　
H

3
0

：
5

2
.7

億
円

，
R

1
：

5
2

.2
億

円
＜

交
付

税
措

置
＞

令
和

元
年

度
措

置
額

5
.3

億
円

　
市

営
住

宅
の

建
設

等
の

た
め

に
発

行
し

た
市

債
の

償
還

経
費

　
※

平
成

3
0

年
度

決
算

額
を

記
載

（
3

4
.7

億
円

）
　

左
記

の
中

に
は

，
市

営
住

宅
管

理
運

営
費

の
み

な
ら

ず
，

市
営

住
宅

改
善

事
業

や
，

住
宅

地
区

改
良

事
業

等
に

か
か

る
も

の
が

含
ま

れ
て

い
る

。

　
総

務
省

の
繰

出
基

準
等

に
基

づ
い

て
，

一
般

会
計

か
ら

公
営

企
業

に
繰

出
を

行
っ

て
い

る
も

の

水
道

事
業

繰
出

金
　

水
道

管
路

の
耐

震
化

事
業

へ
の

出
資

や
，

統
合

前
の

旧
地

域
水

道
事

業
に

か
か

る
市

債
の

償
還

費
な

ど
5

.8
億

円
＜

交
付

税
措

置
＞

令
和

元
年

度
措

置
額

1
.9

億
円

下
水

道
事

業
繰

出
金

　
「

雨
水

公
費

の
原

則
」

に
基

づ
く

雨
水

処
理

の
負

担
金

や
，

統
合

前
の

旧
特

定
環

境
保

全
公

共
下

水
道

事
業

に
か

か
る

市
債

の
償

還
費

な
ど

（
う

ち
2

0
4

.6
億

円
が

雨
水

処
理

負
担

金
）

2
1

9
.1

億
円

＜
交

付
税

措
置

＞
令

和
元

年
度

措
置

額
1

3
3

.8
億

円

バ
ス

事
業

繰
出

金
　

宿
泊

税
を

活
用

し
た

混
雑

対
策

事
業

補
助

な
ど

2
.1

億
円

＜
交

付
税

措
置

＞
令

和
元

年
度

措
置

額
0

.2
億

円

地
下

鉄
事

業
繰

出
金

　
地

下
鉄

事
業

が
発

行
し

た
企

業
債

（
特

例
債

）
の

元
利

償
還

金
の

補
助

な
ど

3
1

.7
億

円
＜

交
付

税
措

置
＞

令
和

元
年

度
措

置
額

1
9

.9
億

円

予
防

接
種

費

＜
参

考
＞

市
営

住
宅

整
備

公
債

費
（

市
債

償
還

費
）

公
営

企
業

繰
出

金

市
営

住
宅

管
理

運
営

費

市
立

病
院

機
構

運
営

負
担

金
・

交
付

金

※
「
実

施
に
必

要
な
一

般
財

源
」
欄

は
令

和
2
年

度
予

算
額

を
記

載
。
ま
た
，
基

本
的

に
職

員
人

件
費

は
除

い
た
数

値
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備
考

実
施

に
必

要
な

一
般

財
源

事
業

概
要

事
　

業
　

名

⑥
産

業
振

興
関

連

　
京

都
市

内
で

の
本

社
，

工
場

等
の

新
増

設
な

ど
を

実
施

し
た

企
業

に
対

し
，

取
得

し
た

固
定

資
産

(土
地

除
く

)に
係

る
固

定
資

産
税

及
び

都
市

計
画

税
相

当
額

を
補

助
（

原
則

，
中

小
企

業
5

年
分

，
大

企
業

2
年

分
）

を
実

施
4

.9
億

円

　
伝

統
産

業
品

の
販

路
拡

大
や

宣
伝

，
技

術
継

承
等

を
支

援
　

（
主

な
内

容
）

　
　

・
新

た
な

後
継

者
と

の
マ

ッ
チ

ン
グ

・
若

手
職

人
の

育
成

支
援

　
　

・
見

本
市

や
展

示
会

等
へ

の
出

展
助

成
　

　
・

伝
統

産
業

の
普

及
啓

発
（

各
種

Ｐ
Ｒ

や
着

物
相

談
，

和
文

化
体

験
）

2
.5

億
円

　
地

方
独

立
行

政
法

人
法

に
基

づ
き

，
人

件
費

や
一

般
管

理
費

等
の

財
源

と
し

て
，

運
営

費
交

付
金

を
交

付
7

.3
億

円

　
H

2
6

に
地

方
独

立
行

政
法

人
化

　
も

の
づ

く
り

を
行

う
中

小
企

業
等

が
研

究
開

発
や

製
造

工
程

の
改

善
等

で
直

面
す

る
課

題
や

問
題

を
解

決
で

き
る

よ
う

，
ま

た
，

新
商

品
や

新
技

術
を

よ
り

創
出

で
き

る
よ

う
，

技
術

面
か

ら
支

援

　
卸

売
市

場
法

に
基

づ
く

中
央

卸
売

市
場

の
運

営
費

・
整

備
費

に
対

す
る

財
政

支
援

（
中

央
6

.8
億

円
，

食
肉

4
.7

億
円

）
  

 （
内

容
）

　
　

・
人

件
費

を
中

心
と

し
た

運
営

費
（

6
.9

億
円

）
　

　
・

進
行

中
の

施
設

整
備

に
伴

う
一

般
会

計
か

ら
の

貸
付

（
1

.9
億

円
）

　
　

・
過

去
の

施
設

整
備

に
伴

う
公

債
費

（
2

.7
億

円
）

1
1

.4
億

円

　
中

央
市

場
…

青
果

・
水

産
等

　
食

肉
市

場
…

食
肉

＜
政

令
市

の
市

場
設

置
状

況
＞

　
中

央
市

場
（

青
果

・
水

産
等

）
…

1
5

か
所

　
食

肉
市

場
…

9
か

所

　
観

光
客

受
入

環
境

整
備

，
京

都
情

報
の

発
信

，
観

光
客

誘
致

対
策

，
Ｍ

Ｉ
Ｃ

Ｅ
誘

致
対

策
，

観
光

案
内

所
運

営
な

ど
1

1
.5

億
円

　
＜

参
考

－
京

都
市

の
観

光
消

費
額

の
推

移
＞

 　
㉕

7
,0

0
2

億
円

 →
 ㉚

1
兆

3
,0

8
2

億
円

(1
8

7
％

)
 　

※
Ｈ

3
0

の
観

光
消

費
額

は
過

去
最

高

京
都

市
産

業
技

術
研

究
所

企
業

立
地

促
進

助
成

伝
統

産
業

振
興

事
業

観
光

振
興

事
業

中
央

市
場

・
食

肉
市

場
繰

出
金

※
「
実

施
に
必

要
な
一

般
財

源
」
欄

は
令

和
2
年

度
予

算
額

を
記

載
。
ま
た
，
基

本
的

に
職

員
人

件
費

は
除

い
た
数

値
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備
考

実
施

に
必

要
な

一
般

財
源

事
業

概
要

事
　

業
　

名

⑦
教

育
費

関
連

（
文

化
費

を
含

む
）

　

　
市

立
小

・
中

学
校

等
へ

の
就

学
に

あ
た

り
，

経
済

的
な

理
由

に
よ

り
，

お
困

り
の

保
護

者
に

対
し

，
学

用
品

費
や

給
食

費
な

ど
の

援
助

を
実

施
1

2
.9

億
円

＜
交

付
税

措
置

＞
令

和
元

年
度

措
置

額
6

.6
億

円

　
京

都
市

は
，

1
1

行
政

区
内

に
お

い
て

2
０

箇
所

の
図

書
館

を
運

営

　
　
➣中

央
図

書
館

　
　

4
箇

所
（

中
京

・
右

京
・

伏
見

・
醍

醐
）

　
　
➣地

域
図

書
館

等
 1

６
箇

所

1
6

.5
億

円

＜
交

付
税

措
置

＞
令

和
元

年
度

措
置

1
4

.2
億

円

　
神

戸
市

（
人

口
1

5
4

万
人

・
9

行
政

区
）

：
1

１
館

　
川

崎
市

（
人

口
1

4
8

万
人

・
7

行
政

区
）

：
1

４
館

　
地

方
独

立
行

政
法

人
法

に
基

づ
き

，
授

業
料

や
入

学
料

で
不

足
を

交
付

　
　
➣定

員
1

,0
2

7
人

　
　
➣授

業
料

は
国

基
準

ど
お

り

　
　

　
※

東
京

芸
大

（
国

立
）

は
，

R
元

年
か

ら
国

基
準

の
2

割
増

に
改

定

1
5

.2
億

円

＜
交

付
税

措
置

＞
令

和
元

年
度

措
置

額
8

.6
億

円
・

市
立

の
芸

術
大

学
は

政
令

市
で

は
京

都
の

み
設

置
・

現
在

，
移

転
整

備
事

業
を

実
施

中
　

（
再

整
備

事
業

の
経

費
規

模
2

5
0

億
円

）

　
京

都
マ

ラ
ソ

ン
な

ど
の

ス
ポ

ー
ツ

イ
ベ

ン
ト

や
，

西
京

極
総

合
運

動
公

園
を

は
じ

め
と

す
る

，
ス

ポ
ー

ツ
施

設
の

運
営

7
.5

億
円

　
文

化
芸

術
振

興
，

文
化

財
保

護
，

美
術

館
・

動
物

園
・

二
条

城
運

営
な

ど
2

2
.4

億
円

文
化

振
興

就
学

援
助

費

図
書

館
運

営
費

ス
ポ

ー
ツ

振
興

費

京
都

市
立

芸
術

大
学

運
営

交
付

金

（
人

件
費

を
含

む
）

※
「
実

施
に
必

要
な
一

般
財

源
」
欄

は
令

和
2
年

度
予

算
額

を
記

載
。
ま
た
，
基

本
的

に
職

員
人

件
費

は
除

い
た
数

値
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